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「総合治水・雨水対策基本方針」における 

先行事業の結果について 

 

１ 経過 

 令和２年２月 「総合治水・雨水対策基本方針」の策定・公表 

⇒ 出水期（７月末）までに効果を発揮できる「先行事業」を選定 

     ３月～ 先行事業のうち「護岸の改修やかさ上げ，調整池の追加掘削」等を

始めとした事業に順次着手 

     ５月 目標貯留量約２０万 確保の見通しが立った旨を公表 

     ７月 17日  田んぼダム協定書締結 

 

２ 先行事業の結果について 

  令和２年３月より着手していた先行事業については，当初の目標貯留量である約２０

万 を大きく上回り，約１．６倍である約３３万 の貯留量が確保できた。 

対策内容 主な事業 目標貯留量 達成貯留量 

治水対策 

「流す」 

･護岸かさ上げ，調整池追加掘削 

･雨水放水路の活用による貯留 
９，３６０ ９，３６０ 

流域対策 

「貯める」 

･学校や公園への雨水貯留 

･雨水貯留タンクの設置 

･市管理ダムの事前放流の検討 

１１１，５４９ １０９，１８０ 

土地利用対策 

「貯める」 
･田んぼダムの普及促進 ８０，０００ ２１７，７３０ 

計  ２００，９０９ ３３６，２７０ 

減災・水防対策 

「防ぐ・備える」 

・被災情報の収集・集約体制の強化 

・令和元年東日本台風の溢水深さの 

電柱表示 

被災情報を迅速かつ効率的に庁内共有するための専

用システムや，赤川ダムのオンライン監視システムな

どのシステム構築が完了・運用されている。 

 

⇒ 「流す」取組においては，護岸のかさ上げや調整池の追加掘削などを計画的に 

実施 

 

⇒ 「貯める」取組のうち，特に，田んぼダムの普及促進については，多くの農業者の

皆様の協力により，総面積 約１８０ｈａとなり，目標貯留量を上回ることができた。 

 なお，学校の雨水貯留については，詳細な測量の結果，貯留が困難な学校があった

ため，新たに調査する対象を広げ，貯留量の確保を進める。 

 

⇒ 「防ぐ・備える」取組のうち，令和元年東日本台風の溢水深さの電柱表示について

は，新型コロナウイルス感染症の影響により，関係自治会等との調整が遅延していた

が，現在は関係自治会等の協力のもと，実施中 

 

 

 

 

令 和 ２ 年 ７ 月 ２ １ 日

建 設 部 河 川 課
上下水道局下水道管理課
経 済 部 農 業 企 画 課
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３ 今後の取組について 

先行事業の目標の達成状況を踏まえ，「流す」「貯める」「防ぐ・備える」の３つの柱の

もと，先行事業で着手した雨水貯留タンクの設置や田んぼダムの普及促進などについて，

引き続き取り組むとともに，７月に国が示した「流域治水」の動向を踏まえ，有識者等の

意見を伺いながら，栃木県と連携を図り，自助・共助・公助を組み合わせた総合的な計画

として，「（仮称）総合治水・雨水対策推進計画」を策定する。（令和３年３月予定） 

 

⇒ 「流す」取組については，市内の護岸等の状況を踏まえて，治水の安全度を見極め，

河川や下水道雨水幹線整備の優先順位を十分に検討する。 

 

⇒ 「貯める」取組については，行政と市民の協働による取組であり，先行事業におい

ても短期間で一定の目標を達成することができたことから，行政と市民がより協力

しやすい仕組みなどを取り入れる。 

 

⇒ 「防ぐ・備える」取組については，近年の災害などにより，市民の防災意識が向上

してきており，さらに意識を高められるよう，市民への情報発信・周知啓発の方法な

どを工夫する。 

 


